
おわりに 

 

本事業では、バイオマスプラスチックの利用を促進させることを目的として、バイオマス

マークの国際動向について情報を収集するとともに、海外で検討・運用されているマークの

運用基準等、情報の収集・整理を行った。また、愛知万博以降の新たな利用普及に係わる取

り組みを検討すべく、万博前後、および現在進行中の取り組みの概要を整理し、さらに今後

実施すべき施策と課題について検討を行った（以上、利用普及検討部会）。 

さらに、国産バイオマスを原料としたバイオマスプラスチックの低コスト化手段として、

バイオマスプラスチックを回収し、再度原料として利用する場合のコストについて検討を行

った。具体的には、リサイクル適性の高いバイオマスプラスチック製品の用途を検討し、適

正が高いと考えられる用途について、リサイクルシナリオの作成を行い、リサイクル原料を

利用した場合のコスト試算を行った（以上、低コスト化検討部会）。 

 これらの検討で得られた主な結果を以下に示す。 

 

 

【利用普及検討部会】 

 海外のバイオマスマークの動向として、米国農務省（ＵＳＤＡ）では、バイオベース
ド製品の需要拡大のために「バイオベースド製品優先調達プログラム（ＦＢ４Ｐ）」

を実施しており、各連邦機関はバイオベースド製品を優先的に調達するものである。

このプログラムでは、入手可能性、市場規模、性能、環境・公衆衛生面などの観点か

ら品目ごとに評価を行い、指定する利点が大きい品目から順次、指定品目として発表

しているが、指定品目の実際の利用状況は不明である。また、ＵＳＤＡの事例では、

ラベリングは検討中であったが、別途、米国の民間団体ＢＭＡ（Biobased 

Manufacturers Association）では、バイオベースド製品ラベルを作成し、運用して

いる。こちらについても表示済み製品数に関する情報はない。以上の情報を踏まえ、

バイオマスマークの運用基準について検討を行った。 

 ポスト万博の利用普及策について検討し、①行政による補助・支援メニューの整理、
②正しい情報の発信、③ＢＰＳのマークとの整合、④日本がリードする形での国際協

調、⑤利用のインセンティブを付与する仕組みの構築、⑥ＬＣＡ評価による優位性証

明データの充実、⑦遺伝子組み換え等との混同による風評被害・誤解の解消、⑧バイ

オマスプラスチックの業界団体の組織化などのアイデアが挙げられた。 

 

【低コスト化検討部会】 

 我が国の樹脂需要及びバイオマスプラスチック需要の現状をみると、樹脂総需要は約
1,500 万ｔで、うちバイオマスプラスチックは 1.5 万ｔ（1/1000）である。また、1.5

万ｔ中５千ｔが PLA 需要であり、ごみ袋、容器包装などで利用されており、万博では

約 500ｔが使用された。 



 現在のリサイクル技術の実用化段階を考えると、リサイクルループの構築が期待でき
る用途としては、小売店の店舗資材（ハンガー等）、物流資材（コンテナ等）、耐久製

品（家電等）、集客施設で使用される製品（カップ等）が考えられる。なお、将来的

に、エクストルーダーを用いて、混合プラからバイオマスプラスチックのラクチドを

回収することが実用化されれば、容器包装等からの回収・リサイクルも可能になると

考えられる。 

 店舗資材、物流資材、耐久製品、集客施設で使用される製品の利用・リサイクルシス
テムを確立するには、①汎用樹脂に対抗できる価格設定、②品質向上（難燃・耐熱性

能、衝撃強度・伸び強度等）、③他のプラスチックとの混合を回避する回収方法の確

立、④混合プラスチックからのリサイクル技術の開発、⑤小規模回収量に対応できる

リサイクル技術の開発が課題として挙げられた。 

 

 

これらの検討結果と、昨年度までの本事業における検討結果、また、我が国におけるバ

イオマスプラスチックに係わる到達点を、平成 15 年度バイオ生分解素材開発・利用評価事

業で示した、４つのバイオマスプラスチック利用普及の視点（情報発信、マーケットの創

出、低コスト化、国産資源の利用）に沿って整理し、現時点での課題と、その課題への短

期的及び中長期的な対応策をまとめた（表参照）。 

 

（１） 情報発信について 

 認知度調査により、バイオマスプラスチックの認知度は 35％となった。また、製品のマ

ーク（バイオマスマーク）の試験運用を開始しており、本格運用の基準を現在検討中であ

る。今後は、マーク認定製品を介した利用普及・さらなる認知度向上が期待できる。 

 情報発信に関する課題として挙げられるのは、発信する情報が統一されていないことへ

の対応と、バイオマスプラスチックの最大のメリットであるＣＯ2削減効果や、それを含め

た製品購入による効果のわかりやすい説明である。 

 これら課題への対応策としては、以下が考えられる。 

 

① 発信する情報の統一 
誤った情報や過大な効果のＰＲは、利用普及を阻害することになる。具体的には、誤っ

た情報等を収集し、それに対する見解を整理するとともに、そのような情報をベースとし

たＱ＆Ａの作成や、出版物の充実、出張講師・パネル等のレンタルなどの取組みが考えら

れる。なお、情報発信に際しては、対象を、行政、ユーザー、消費者（子供、女性、高齢

者等）などに分類した上で、それぞれにとって、わかりやすく、有益な情報を発信する工

夫が必要である。 

 

 



② 効果に対する検討 
消費者を含めユーザーが最も求めている情報は、バイオマスプラスチックを利用した場

合の効果に関する情報であることから、これらの情報の充実が必要である。具体的には、

ＬＣＡ等に基づいたＣＯ２削減量などの定量的な効果や、バイオマスプラスチック製品のバ

イオマス利用度、利用しているバイオマスが国産であるか否かなどが挙げられる。また、

効果の伝わりやすい表現について、工夫・検討が必要である。 

 

③ マークの効果的な活用方法の検討 
バイオマスマーク認定製品の利用に、より大きなインセンティブをつける工夫として、

マーク認定にかかる費用の一部を、環境保全プログラム（野生生物保護、熱帯雨林の保護・

回復等）に寄付するなどの仕組みを盛り込むことが考えられる。このような仕組みを盛り

込むことにより、消費者やユーザーは、ＣＯ2削減効果だけでなく、様々な環境保全プログ

ラムの充実・拡大にも寄与することとなる。 

 

④ マーク等の国際協調 
マーク等のラベリングについては、米国でも独自の取組み（ＵＳＤＡ、ＢＭＡ）が進め

られている。我が国のバイオマスマーク認定製品が普及していけば、これらの取組みとの

定義等の統一などの国際協調を、我が国主導で進めていくことが可能になると考えられる。 

 

（２） マーケットの創出について 

 我が国のバイオマスプラスチック需要は、愛知万博での使用や、個々の企業による商品

化などにより徐々に増加している。また、さらに市場を拡大すべく、ＧＰＮ（グリーン購

入ネットワーク）やエコマークとの連携についての検討が開始されている。 

 今後、短期的には、愛知万博に類するイベントはないため、個々の企業等による取組み

を促進していく以下のような取組みを進めていく必要がある。 

 

① 企業間連携、ＮＰＯ・消費者との連携による使用機会の創出 
企業による取組みを促進する方策として、行政による各種支援制度や補助制度の情報を

ワンストップで確認できる窓口を創設することが考えられる。各省庁や都道府県等で、活

用可能な補助事業や支援事業があるが、それらの情報は散在しており、バイオマス利活用

やバイオマスプラスチックのみを対象としていない事業では、事業名だけでは利用可能な

事業であるかが判断できない。 

近年、企業だけでなく、ＮＰＯや消費者と連携する事業（農林水産省：バイオマスの環

づくり交付金、経済産業省：環境コミュニティ事業など）もあるため、そのような事業も

含めて、まずは、（社）日本有機資源協会のｗｅｂサイト上で、それら支援事業を集約する

ことが考えられる。 



 

② 地方自治体における利用促進策の検討 
愛知万博で利用した食器類は、現在、２５府県でリユースされている。このような取組

みをきっかけとして、グリーン購入的アプローチにより、バイオマスプラスチック製品の

優先購入を促進する取組みの検討が必要である。 

 

③ 社会の将来予測に基づいたマーケットの検討 
今後、我が国は少子・高齢化が進み、医療・社会福祉分野のニーズ拡大や、都市のコン

パクト化などが進んでいくものと考えられる。このような２０年、３０年後の社会像を見

据えた中で、利用拡大が期待できる分野を発掘する取組みが必要であると考えられる。 

 

④ バイオマスプラスチック業界団体の組織化 
現在、バイオマスマークの認定は、（社）日本有機資源協会で実施しており、その利用普

及も同協会が担っているが、製品の利用普及が進んでいけば、別途、バイオマスプラスチ

ックの利用普及を主目的とした業界団体を組織化し、温暖化防止施策とのリンクや容器包

装リサイクル法等の規制緩和を訴えかけていくことが必要であると考えられる。 

 

（３） 低コスト化について 

 バイオマスプラスチックの低コスト化については、これまでに製造コスト、物流コスト、

リサイクルコストの試算を行ってきた。それら試算を通じて、現在の技術水準での小規模

な試算では、低コスト化に限界があることや、単に単価の低コスト化を目指すのではなく、

原価に占める割合や、環境負荷削減効果などとのバランスで考えることの重要性が明らか

となった。 

 そこで、今後の取組みとしては、以下が考えられる。 

 

① 製品原価構成からみた利用可能性の検討 
バイオマスプラスチックの価格の影響は、製品原価に占めるプラスチック部材の調達コ

ストの割合によって異なる。レジ袋などでは、汎用樹脂の価格との価格差が製品の価格差

に大きく影響するが、家電製品などで利用するプラスチック部材が小さい場合には、その

影響は小さい。 

そのような視点から、利用が期待できる分野の製品原価構成に関する情報を収集し、コ

スト条件の比較的緩やかな製品を利用普及対象にすることが考えられる。 

 

② 汎用樹脂のライフサイクルコスト分析 
現在の技術水準や原料調達の可能性、製品が売れない可能性などを考えると、コスト試

算条件は小規模になってしまい、普及している汎用樹脂とのコスト差は埋まらない。 



これまでと異なるアプローチで、汎用樹脂のライフサイクルコストを分析し、そのデー

タを下にバイオマスプラスチックが汎用樹脂並みに普及した場合のコスト試算を行うこと

も有益であると考えられる。その際、廃棄、収集、処理・リサイクル部分のコストについ

ては、製品製造・販売段階から意識することで、汎用樹脂よりも低コストな仕組みを検討・

試算することが可能であると考えられる。 

 

③ ＬＣＡ的な評価による環境改善効果の検討 
バイオマスプラスチックは素材間比較では、汎用樹脂に対してＣＯ2削減効果があること

は揺るぎない事実であるが、製造負荷や処理・リサイクル負荷を加味した場合、その効果

がどうであるかについての情報は不足している。それでもＰＬＡについては、エコマーク

認定製品などの根拠として公表されている結果があるが、その他のバイオマスプラスチッ

クについては情報がほとんどない。 

情報発信において、バイオマスプラスチック製品購入の効果を正しく発信するためにも、

ＬＣＡ的な評価による環境改善効果の情報を充実させることが必要である。 

 

④ 温暖化防止、容器包装リサイクル法等の見直しを加味したコストインセンティブの発揮 
バイオマスプラスチックの第一の効果として、温暖化防止効果を挙げているが、ＣＤＭ

（排出権取引）の枠組みや、国や経済団体連合会の温暖化防止取組みの中で、バイオマス

プラスチックの利用は位置づけられていない。今後、各業界の先進的な一部企業だけでな

く、製造・利用の取組みを拡大していくためには、消費者やユーザーの購入インセンティ

ブとして、国の温暖化防止対策に位置づけられることは必要不可欠である。 

また、昨年度より実施されていた容器包装リサイクル法の見直しの中では、バイオマス

プラスチック製品の義務対象からの除外は認められなかったが、今後、利用普及していく

ことで、５年後の見直し時には、これについてより強く主張していくことが可能になると

考えられる。 

 

（４） 国産資源の利用について 

国産資源の利用については、昨年度までは古米を中心とした国内未利用バイオマス等の

利用可能性を検討し、今年度は廃棄物の回収適性を検討した。その結果、現状の国産バイ

オマス賦存量では、原料調達に限界があり、国内に商業ベースのプラントを稼動させるの

は難しいことが明らかとなった。そこで、今後の取組みとしては、以下の検討を行うこと

が考えられる。 

 

① 国産バイオマスの工業原料としての生産可能性の検討 
バイオマスプラスチックの原料として最も期待される国産バイオマスは古米であるが、

備蓄量の維持等を考えると最大でも５千～１万ｔ/年程度である。しかし、その一方で、減



反政策によって、耕作放棄地は４万 ha ほど存在している。フードセキュリティの観点や、

バイオマス全体の利活用の観点から、これらの用地を用いて、でんぷん収率の高い工業原

料作物の栽培の可能性について検討することが考えられる。 

 

② アジアを想定したバイオマスプラスチックの循環の検討 
国産バイオマス資源の拡大策と平行して、現在の農作物市場やプラスチック市場を考え

ると、国際資源循環の中で、どのようにバイオマスプラスチックを位置づけるかについて

検討する必要がある。 

バイオマスマーク認定製品について、利用しているバイオマスが国産か海外産かを見極

める仕組みについても検討中であり、そのような対応を検討する上でも、まずはアジアを

想定したバイオマスプラスチックの循環について検討することが考えられる。 

 

③ 国産資源の他の技術とのアロケーション 
既存の未利用バイオマスを活用するにしろ、新たに工業原料として資源作物を栽培する

にしろ、希少なバイオマスをどのような技術で活用するべきかを検討することも、将来的

には必要になると考えられる。 

 最近の技術開発事例として、間伐材由来木質チップや古々米を可塑化して樹脂と複合化

した素材や、ナタネや大豆から抽出した植物油をポリエステル（ＰＥＴ）とナノコンポジ

ット化させたフィルムなどがある。バイオマス資源のアロケーションについては、このよ

うな技術動向に注意を払いながら検討し、バイオマスプラスチックが、資源循環型社会の

新しい基盤資材としての位置づけを獲得していくことが望まれる。 

 



 

表 バイオマスプラスチック利用普及の到達点と今後の課題・望まれる取組み 

視点 現在 課題 短期 中長期 

情報発信 

 

 

• 認知度 35％ 
• 製品のマーク認定・運用
基準検討 

• パンフレットの作成 
• マーク等の国際動向の
確認 

 

• 先進的な取組主体が発信する
情報が統一されていない 

• 土に還るという効果に比べ、
ＣＯ２削減は実感がない 

• 消費者が最も求めている情報
は購入による効果である 

 

• 発信する情報の統一 
 誤った情報の収集とそれに対
する見解の整理 

 Ｑ＆Ａの作成（各主体別） 
 出版物の充実 
 出張講師・パネル等のレンタ
ル 

• 効果に対する検討 
 定性的・定量的評価の根拠情
報の収集、創出 

 効果の表現の検討 

• マークの効果的な活用方法
の検討（環境保全プログラム

との連携等） 

• マーク等の国際協調・連携 
 

マーケット

の創出 

 

 

 

• 愛知万博・イベント等で
使用 

• 個々の企業による商品
化 

• ＧＰＮ、エコマークとの
連携検討開始 

 

• 万博に類するイベントがな
い。しかし、イベント依存型

では限界がある 

 

• 企業間連携、ＮＰＯ・消費者と
の連携による使用機会の創出 

 支援事業等の情報集約 
• 地方自治体における利用促進策
の検討（グリーン購入的アプロ

ーチ） 

• 社会の将来予測に基づいた
マーケットの検討 

• バイオマスプラスチック業
界団体の組織化 

 

低コスト化 

 

 

 

• 製造コスト試算 
• 物流コスト試算 
• リサイクルコスト試算 
• 商業規模に準ずるケミ
カルリサイクル事業を

平成 18 年度に開始予定

• 現在の技術水準での小規模な
試算では、低コスト化に限界

がある 

• 原価に占める割合、環境負荷
削減効果などとのバランスで

考えることも重要 

• 製品原価構成からみた利用可能
性の検討 

• 汎用樹脂のライフサイクルコス
ト分析 

 使い方・捨て方の管理による
コスト削減の可能性の検討 

• ＬＣＡ的な評価による環境改善
効果の検討（将来性を加味） 

• 温暖化防止、容器包装リサイ
クル法等の見直しを加味し

たコストインセンティブの

発揮 

 ＣＤＭへの活用 
 容器包装リサイクル法か
らの対象除外（５年後の見

直し時） 

国産資源の

利用 

• 古米等の利用可能性検
討 

• 廃棄物の回収適性検討 

• 国産バイオマスのみでは、原
料調達量に限界があり、国内

に商業ベースのプラントを稼

動させるのは難しい 

• 国産バイオマスの工業原料とし
ての生産可能性の検討 

• アジアを想定したバイオマスプ
ラスチックの循環の検討 

• 国産資源の他の技術とのア
ロケーション 

 




